■　「神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例」の一部改正について
(1)　経緯
県では、障がい者等が安心して生活し、自由に移動し、及び社会に参加することができるバリアフリーの街づくりに関し、県、事業者及び県民の責務、県の基本方針並びに施設等を障がい者等が安全かつ快適に利用できるよう整備を進めるための整備基準の遵守等の必要事項を定めた「神奈川県福祉の街づくり条例」を平成７年に制定し、平成20年に「神奈川県みんなのバリアフリー街づくり条例」（以下「条例」と言う。）と題名を変更した。
条例について、「神奈川県条例の見直しに関する要綱」に基づき見直し作業を行ったところ、条例の目的として共生社会づくりの方向性を明確に示すなど、改正を検討する必要があるという結果であった。
そこで、条例見直し検討会議での議論や、関係法令の動向等を踏まえ、次のとおり改正を検討する。
(2)　改正の内容
ア　共生社会の実現に向けた記述の充実
「ともに生きる社会かながわ憲章」の制定や、関連法である「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（以下、「バリアフリー法」と言う。）改正でも共生社会の実現が理念として明確化される等、関係法令の動向等や社会情勢の変化を踏まえ、バリアフリーの街づくりを推進する本条例においても、共生社会の実現という理念を明確化するため、目的規定の記述を整理・追記して充実する。
イ　文言の定義の明確化
　　　　障害者差別解消法やバリアフリー法等、関係法令の動向等や社会情勢の変化を踏まえ、次の改正を行う。

　　　(ｱ) 施設等を障害者等が実質的に安全かつ快適に利用できることの重要性に鑑み、総則中、県や事業者が「自ら管理する施設等を、障害者等が安全かつ快適に利用できるように配慮し、整備に努める」ことについて、文言を整理して内容を明確にする。
　　　(ｲ) バリアフリーに関する理解促進（バリアフリー教育）を一層進める観点から、県が行う理解促進に関する規定の「県民」を「県民及び事業者」と区分する等、文言を整理して内容を明確にする。
エ　その他所要の規定の整備
関連法改正や文言整理に伴う所要の改正を行う。
(3)  今後のスケジュール
    令和４年10月　 令和３年第３回県議会定例会に条例改正議案を提出
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